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す
る
の
に
適
し
て
い
ま
す
が
、
こ
れ
ま
で
積
み
上
げ
て
き
た
資
産
や
借
入
金
な
ど
の
負
債
に
つ
い
て
の
ス
ト
ッ
ク
情

報
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
か
か
っ
た
コ
ス
ト
情
報
な
ど
が
不
足
し
て
お
り
、
総
合
的
な
財
務
状
況
を
把
握
す
る
に
は
向

い
て
い
ま
せ
ん
。

阪
南
市
で
は
、
平
成

年
度
決
算
か
ら
、
発
生
主
義
・
複
式
簿
記
の
考
え
方
を
取
り
入
れ
た
「
総
務
省
方
式
改
訂

モ
デ
ル
」
に
基
づ
き
財
務
書
類
を
作
成
し
て
い
ま
す
。

貸借対照表（バランスシート） 

※

資産の部　（これまで積み上げてきた資産）

１．公共資産
（有形固定資産など）

587億2,450万円

２．投資等
（投資及び出資金など）

10億6,952万円

３．流動資産
（現金預金など）

19億8,259万円

≪うち、現金≫ ≪1億7,578万円≫

資産合計 617億7,661万円

負債の部　（将来世代が負担する債務）

１．固定負債
（地方債など）

165億8,907万円

２．流動負債
（翌年度償還金など）

18億5,772万円

負債合計 184億4,680万円

純資産の部　（現在までの世代が負担した金額）

純資産合計 433億2,981万円

負債及び純資産合計 617億7,661万円

四捨五入による端数調整をしていないため、合計等と一致しません。

 

 

 年度末において市が所有している財産（資産）をどのような財源（負債・純資産）で確保してきたかを一覧にしたものです  

表の左側（借方）の資産は、市が所有している財産の内訳で、行政サービスの提供能力を示しています。 

表の右側（貸方）の負債は、市の債務の内訳を示し、将来の世代の負担で返済していくものです。純資産は、資産を所有す

るために現在までの世代が負担してきた金額で、資産と負債の差額となっています。 

。

資金収支計算書 

１年間の現金収支状況を「経常的収支」「公共資産整備収支」

「投資・財務的収支」の３つに区分して示したものです。

どのような要因で増減しているかがわかります。 

※四捨五入による端数調整をしていないため、合計等と一致しません。

期首資金残高 1億8,161万円

１．経常的収支 24億9,222万円

２．公共資産整備収支 △3億5,254万円

３．投資・財務的収支 △21億4,552万円

当期収支 △583万円

期末資金残高 1億7,578万円

基金積立、地方債償還などにより、現金収支は

約 600万円の減少となりました。 

純資産変動計算書 

貸借対照表における純資産が、１年間の行政活動でどのよ

うに増減したかを示しています。 

期首純資産残高 433億4,663万円

純経常行政コスト △137億6,745万円

一般財源
（市税、地方交付税等）

101億9,902万円

補助金等受入 35億4,640万円

その他 521万円

当期変動高 △1,682万円

期末純資産残高 433億2,981万円

税収減などにより、純資産は約 1,700 万円減少

しました。 

行政コスト計算書 

資産の形成につながらない行政サービスを提供するために必要

なコストと財源を示しています。 

経常行政コスト 142億　114万円

１．人にかかるコスト
（人件費、退職手当引当金など）

31億　40万円

２．物にかかるコスト
（物件費、維持補修費など）

33億4,296万円

３．移転支出的なコスト
（社会保障給付費、補助金など）

74億　873万円

４．その他のコスト
（公債費など）

3億4,905万円

経常収益 4億3,369万円

使用料・手数料など 4億3,369万円

純経常行政コスト
（経常費用-経常収益）

137億6,745万円

①市民１人当たりのコストと収益 

         （58,134 人/H22.3.31現在） 

行政コスト：２４万４千円 収益：7 千円 

②受益者負担比率（経常収益/経常行政コスト） 

                 ３．１％ 

①市民１人当たりの資産と負債（58,134 人/H22.3.31 現在） 

資産：１０６万３千円  負債：３１万７千円 

②社会資本の世代間負担率（純資産/公共資産） ７３．８％ 

  ※現在までの世代の負担で形成された公共資産の割合 

③純資産比率（純資産/資産） ７０．１％ 

  ※現在までの世代の負担で形成された資産（負債のない資産）の割合 

その他のコスト

２．５％ 

 

物にかかるコスト 

２３．５％ 

移転支出的な 

コスト ５２．２％ 

人にかかるコスト 

２１．８％ 

 




